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学校推薦型選抜（一般推薦） 
 

 

総合問題 
【試験時間 90 分】 

 以下の１から８をよく読んで指示に従うようにしてください。指示に従わない場合

は、不正行為と見なしますので、注意してください。 

 

1. 解答開始の合図があるまで、問題冊子を開かないでください。許可なくこの問題冊子

を開いた場合は、不正行為と見なします。 

2. 試験時間は 90 分です。 

3. 試験問題は、１ページから８ページです。解答開始の合図があった後、問題冊子を確認

し、印刷不鮮明な箇所等があった場合は、直ちに申し出てください。 

4. 解答用紙は２枚あり、問題冊子とは別になっています。解答は指定された解答用紙の

解答欄に横書きで記入してください。 

5. 受験番号、氏名は２枚の解答用紙の所定欄すべてに記入してください。 

6. 問題冊子の余白を下書きに利用しても構いません。 

7. 試験時間中の退出はできません。 

8. 試験終了後、問題冊子は持ち帰ってください。 

  



 

 

第１問 日本人の海外旅行と訪日外国人旅行者に関する以下の問いに答えなさい。 

 

問１ 日本人海外旅行者の訪問先順位を示した表 1、地域別にみた訪日外国人旅行者数

を示した表 2、それぞれを参照し、各表に関する後の（１）～（４）の問いに答

えなさい。 

 

表 1 国・地域別 日本人訪問先（上位５箇国・地域）  

 

（注１）米国（アメリカ合衆国）の数値には、米国本国（全米 50 州とコロンビア特別

区）への入国者の他、北マリアナ諸島、グアム、米領サモア、プエルトリコ、

米領バージン諸島等の地域への入域者が含まれる。 

（注２）各国・地域の数値は、統計基準の変更、数値の非整合性などの理由により、

そのつど、過去にさかのぼって変更されることがある。 

本表の数値は、2021 年（令和３年）２月現在のものである。 

（注３）2019 年の中国、タイについては、2019 年の数値が未発表であるため－を記載

している。 

（資料）日本政府観光局「2014 年～2019 年 各国・地域別 日本人訪問者数」に基づ

き観光庁作成。 

（出所）国土交通省観光庁編「令和 3 年版 観光白書」 

 

 

(単位：人)

訪問先 訪問者数 訪問先 訪問者数 訪問先 訪問者数

1 米国 3,792,997 米国 3,603,786 米国 3,595,607

2 中国 2,497,657 中国 2,587,440 中国 2,680,033

3 韓国 1,837,782 韓国 2,297,893 韓国 2,311,447

4 台湾 1,627,229 台湾 1,895,702 台湾 1,898,854

5 タイ 1,381,702 タイ 1,439,510 タイ 1,544,442

訪問先 訪問者数 訪問先 訪問者数

1 米国 3,493,313 米国 3,752,980

2 韓国 2,948,527 韓国 3,271,706

3 中国 2,689,662 中国 －（注３）

4 台湾 1,969,151 台湾 2,167,952

5 タイ 1,655,996 タイ －（注３）

2019年

順位 2015年 2016年 2017年

2018年順位

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

表 2 地域別の訪日外国人旅行者数とシェアの推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）四捨五入のため値が合わないことがある。 

（出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数（総数）」に基づき作成。 

（設問のため上の２つの表及び注を一部変更・追加した） 

 

（１）表 1 において 2015 年に対する 2016 年の訪問者数の増加率が最も高い国・地域を答 

えなさい。またその増加率を計算しなさい。なお、解答にあたっては、％単位で記述

し、小数点第 2 位を四捨五入したうえで小数点第 1 位までの値で答えること。 

 

（２）表 1 において 2015 年から 2019 年の期間にわたる米国と韓国の訪問者数はどのよう

に推移しているか。両国を比較しながら 90 字以内（句読点を含む。2 桁以上のアラ

ビア数字を使用する場合は、1 マスに 2 文字を入れる）でその特徴を述べなさい。 

 

（３）表 2 において（ア）～（ウ）のシェアを計算しなさい。なお、解答にあたっては、％

単位で記述し、小数点第 2 位を四捨五入したうえで小数点第 1 位までの値で答えるこ

と。 

 

（４）表 2 に関する記述として、つぎの①～③のそれぞれが正しい場合は「◯」を、誤りを

含む場合は「×」を解答欄に記入しなさい。 

① アジア、ヨーロッパ、アフリカ、北アメリカ、南アメリカ、オセアニアのうち、2018

年から 2020 年にわたり訪日者数が毎年減少している地域がある。 

② アジア、ヨーロッパ、アフリカ、北アメリカ、南アメリカ、オセアニアを合わせた

訪日者数が 2018 年と比べて 2020 年に大きく減少しているその主な要因はアジア

からの訪日数の減少である。 

③ アジア、ヨーロッパ、アフリカ、北アメリカ、南アメリカ、オセアニアのシェアが

高まるためにはそれぞれの地域の訪日者数が増えていなければならない。 

(単位：万人, ％)

訪日者数 シェア 訪日者数 シェア 訪日者数 シェア

アジア 2,676 85.8 2,682 （ア） 340 82.5

ヨーロッパ 172 5.5 199 6.2 24 5.8

アフリカ 4 0.1 6 （イ） 1 0.2

北アメリカ 194 6.2 219 6.9 28 6.8

南アメリカ 10 0.3 11 0.3 2 0.5

オセアニア 63 2.0 72 （ウ） 16 3.9

合計 3,119 100.0 3,188 100.0 412 100.0

地域
2018年 2019年 2020年

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

 

問２ 国土交通省観光庁編「令和 3 年版 観光白書」に掲載された国際会議等の開催に

関する次のコラムを読み、後の（１）～（３）の問いに答えなさい。 

 

 MICE（注）はこれまで、多くの参加者が長距離移動を伴って会場施設に集合し、主催

者・参加者等による様々な消費から生み出される経済波及効果のみならず、ビジネスや

イノベーションの機会を開催地にもたらしてきた。しかし、新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴い、多くの MICE が中止や延期に追い込まれたり、オンラインによる開催

となった。 

オンラインでの開催は MICE 参加に係る時間的・地理的・空間的（ア）せいやくを取り

払い、それまで参加できなかった人々に多くの参加機会を生みだした。その反面、時差

を考慮する必要が生じるほか、参加者の集中力が持続しづらい、対面と同様の深い信頼

関係の構築や雑談等を通じた柔軟なコミュニケーションが難しいといった課題が浮き

彫りになった。また、対面参加者の減少に伴い、開催地への（Ａ）MICE 開催効果の減少

も懸念されている。 

こうしたなか、オンラインによる参加者を（イ）つのりつつ、実際の会場においても参

加者を伴う形で会議の運営・進行を行うハイブリッド型の開催（ウ）けいたいが登場して

いる。感染症の流行下でも国際会議を開催し、社会経済に価値をもたらそうとする新た

な MICE について、国内で開催された（Ｂ）ハイブリッド型国際会議を中心に紹介する。 

 

〇徹底した感染対策（国立京都国際会館の事例） 

感染症拡大以降初の大規模なハイブリッド型国際会議として、2021 年（令和３年）

３月７日～12 日、「第 14 回国連犯罪防止刑事司法会議」（以下、「京都コングレス」と

いう。）が国立京都国際会館で開催された。「国連犯罪防止刑事司法会議」（通称：コン

グレス）は、５年に一度開催される犯罪防止・刑事司法分野における国連最大の国際会

議であり、各国の司法大臣、検事総長等を含む世界中の犯罪防止・刑事司法関係者が同

分野における各国の取組や国際協力のあり方について議論を行いつつ知見を共有する

などして、より安全な世界を目指して協働することを目的とするものである。 

京都コングレスは当初、2020 年（令和２年）４月に８日間の日程で開催予定であっ

たが、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴い約１年延期となった。新たな日程

では６日間に会期を短縮し、会場である国立京都国際会館とオンライン MICE プラット

フォームから参加できるハイブリッドで実施された。各国の閣僚級を含む代表団や国連

職員が来日して会場入りしたほか、オンラインも含め世界 152 箇国から約 5,600 人の

参加登録を得て開催された。 

開催にあたっては、「来場参加者向け COVID-19 ガイドライン」が策定されるなど、

主催者である国連の求める安全の水準を満たす十分な感染症対策が実施された。 
 

（中略） 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

 

そのほか、入口ではサーモグラフィー検温や手指消毒が実施され、会場内では国連基

準の２ｍのソーシャル・ディスタンスが確保されるよう運営された。また、来場者には

EU 域内における統一規格である EN 規格を満たす高性能マスク（FFP2 マスク）が提供

された。さらに、物品の受け渡しは極力、非接触形式にて実施し、取り切り・渡し切り

とする工夫がなされた。会場内にはアクリル板が設置され、定期的に清掃が行われた。 
 

（中略） 
 

〇国内における試行錯誤：官民の連携、感染症対策の可視化、認定制度取得の促進 

我が国では新型コロナウイルス感染症拡大防止ガイドラインが、MICE に関連する各

業界団体や各地方公共団体によって策定・公表されている。また、2020 年（令和２年）

７月以降、日本各地で官民が連携し、ガイドラインを踏まえた感染症対策のもと、オン

ライン配信などを取り入れながら MICE の実施事例が重ねられた。さらに、日本政府

観光局はこれら国内の開催事例を、国内外の主催者向けにウェブサイトで紹介している。 

観光庁では、2020 年（令和２年）12 月より MICE 関連施設における感染症対策に関

する国際的な認定制度の調査と取得支援を国内４施設において実施した。国内の MICE 

関連施設における認定取得を促進することで、我が国で開催される MICE における感

染症対策を国際的にアピールするとともに、国内外の MICE 主催者の開催意欲に呼応

し、本格的な MICE の回復を目指している。 
 

〇MICE の未来 

新型コロナウイルス感染症が収束し、国際的な人の（エ）おうらいが再開しても、オン

ラインやハイブリッドでの国際会議開催は残ると考えられる。しかし、オンラインのみ

の開催では、国際会議がもたらす国際交流や開催地への経済波及効果といったMICE の

開催意義が失われてしまう。まずは、国際的な認証制度の認知を広めて取得を促進する

など、主催者側の感染症対策・危機対応能力を向上させるとともに、ハイブリッド開催

で必要となる MICE 関係者の IT リテラシー・スキルの向上を図ることが重要である。

デジタル化の加速などにより、新型コロナウイルス感染症による危機を乗り越え、新た

な時代の「新たな MICE」を創造するべく、官民挙げて前向きに取り組んでいくことが
（オ）かんようである。 

（設問のため文章を一部変更した） 

 

（注）MICE 企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ

旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団体、学会等が行う国際会議 （Convention）、

展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭文字を使った造語で、これら

ビジネスイベントの総称。（出所：国土交通省観光庁ウェブサイト、作問者が注

を追加した） 

 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

（１）下線部（ア）～（オ）を漢字で丁寧に記しなさい。 

 

（２）下線部（Ａ）に「MICE 開催効果」とあるが、その効果として考えられるものを

2 つ、30 字と 15 字程度でそれぞれ本文から抜き出しなさい。 

 

（３）下線部（Ｂ）に「ハイブリッド型国際会議」とあるが、ハイブリッド型国際会議

が残ると考えられる理由を、オンライン開催のメリットとデメリットに触れつつ、

本文に基づき 140 字以上 160 字以内（句読点などを含む）で述べなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２問 日本全国及び島根県の企業数に関する以下の問いに答えなさい。 

 

問１ 下の表は、中小企業庁編「2022 年版 中小企業白書」に基づき全国及び島根県の

企業数及び全企業数に占める構成比の推移を示したものである。この表に関する

後の（１）～（４）の問いに答えなさい。 

 

表 全国及び島根県の企業数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。 

（注２）表中の中小企業、小規模企業は、以下の中小企業基本法上の中小企業の定義に

基づくものを指す。 

（注３）中規模企業とは、「小規模企業」以外の「中小企業」をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「平成 21 年、26年経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省「平

成 24 年、28 年経済センサス-活動調査」再編加工 

（出所）中小企業庁編「2022 年版 中小企業白書」をもとに作成 

 

 

（１） この表のうち、2012 年に対する 2016 年の全国及び島根県内の全企業の増減率を

それぞれ計算しなさい。なお、解答にあたっては、％単位で記述し、小数点第 2

位を四捨五入した上で小数点第 1位までの値で答えること。 

全企業（全国） 100.0% 4,213,190 100.0% 3,863,530 100.0% 3,820,338 100.0% 3,589,333

うち中小企業（全国） 99.7% 4,201,264 99.7% 3,852,934 99.7% 3,809,228 99.7% 3,578,176

うち小規模企業（全国） 87.0% 3,665,361 86.5% 3,342,814 85.1% 3,252,254 84.9% 3,048,390

うち中規模企業（全国） 12.7% 535,903 13.2% 510,120 14.6% 556,974 14.8% 529,786

うち大企業（全国） 0.3% 11,926 0.3% 10,596 0.3% 11,110 0.3% 11,157

全企業（島根県） 100.0% 26,348 100.0% 24,278 100.0% 23,563 100.0% 22,191

うち中小企業（島根県） 99.9% 26,319 99.9% 24,256 99.9% 23,542 99.9% 22,167

うち小規模企業（島根県） 88.5% 23,308 （Ａ） 21,405 87.0% 20,508 86.8% 19,260

うち中規模企業（島根県） 11.4% 3,011 （Ｂ） 2,851 12.9% 3,034 13.1% 2,907

うち大企業（島根県） 0.1% 29 0.1% 22 0.1% 21 0.1% 24

2009年 2012年 2014年 2016年

うち小規模企業者

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員

①製造業・建設業・運輸業
その他の業種（②～④を除く）

３億円以下 300人以下 20人以下

②卸売業 １億円以下 100人以下 5人以下

③サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下

④小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下

中小企業者（下記のいずれかを満たすこと）
業種

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

 

（２） この表のうち、2012 年における島根県内の全企業に占める小規模企業の構成比

（Ａ）及び中規模企業の構成比（Ｂ）を計算しなさい。なお、解答にあたって

は、％単位で記述し、小数点第 2 位を四捨五入した上で小数点第 1 位までの値

で答えること。 

 

（３） この表に関する記述として、つぎの①～④のそれぞれが正しい場合は「◯」を、

誤りを含む場合は「×」を解答欄に記入しなさい。 

① 大企業の数は、全国及び島根県ともに 2009 年から 2016 年にかけて一貫して減少

している。 

② 中規模企業の数は、全国及び島根県ともに 2009 年から 2016 年にかけて一貫して

減少している。 

③ 全企業の減少数は、全国及び島根県ともに 2012 年から 2014 年にかけてよりも、

2014 年から 2016 年にかけてのほうが多い。 

④ 全国の中規模企業の構成比は 2009年から 2016年にかけて一貫して上昇している。 

 

（４） この表において 2009 年から 2016 年の期間にわたり島根県の企業数は全国と比

較してどのように推移しているか。規模別の内訳のうちその推移に影響を与え

ている主な要因に言及しながら 90 字以内で述べなさい（句読点を含む。2 桁以

上のアラビア数字を使用する場合は、1マスに 2文字を入れる）。 

 

問２ 以下は、島根県商工労働部「島根県中小企業・小規模企業振興基本計画」（令和

4年度版）における「Ⅲ 中小企業・小規模企業支援について」の「２ 支援の方

向性ごとの取組姿勢」のうち「（３）地域の持続的な発展を支える創業・事業承

継の推進」に関する内容である。これを読んで、後の（１）～（２）の問いに答

えなさい。 

 

地域経済の持続的な発展を支えるためには、経営者の高齢化や後継者不在の課題を抱え

る中小企業の世代交代を進め、また、創業の促進による地域産業の活性化も併せて行い、

創業と事業承継を（ア）りょうりんとした一体的な支援に取り組みます。 

 

■円滑な事業承継の推進 

今後経営者の高齢化や後継者不在を理由とする（イ）きゅうはいぎょうが生じないよう、円

滑な事業承継を進めるため、市町村や商工会、商工会議所等の支援機関と連携した支援体制

を整備し、（ウ）あんけんの掘り起こしから、後継者の確保、事業承継計画の策定、承継のフ

ォローまで総合的な支援を行います。 

後継者を確保した事業者に対しては、後継者の育成や後継者が主体となって行う新たな

著作権保護のため、問題文は公開できません。 



 

 

事業展開等について支援し、また、後継者不在の事業者に対しては、（エ）しんぞくや後継者、

第三者等への様々な形の事業承継を（オ）もさくし、島根県事業引継ぎ支援センター等と連携

しながら、マッチングに向けた支援をします。 

さらに、経営資源が不足しがちな小規模企業に対しては、将来の事業承継を見据えた現経

営者による生産性向上等の取組を支援します。 

 

■起業・創業しやすい環境整備、育成の推進 

起業マインドを向上させる取組など起業に向かう方への支援と、起業しやすい環境の整

備や起業後のフォローアップなど市町村や商工会、商工会議所等の支援機関と連携しなが

ら起業・創業される方を支援します。 

また、県内移住者や県内在住者が取り組む地域課題の解決を目指した社会的事業の起業

を支援します。 

 

（１） 下線部（ア）～（オ）を漢字で丁寧に記しなさい。 

 

（２） あなたが島根県の政策担当者であるとすれば、「円滑な事業承継の推進」、「起業・

創業しやすい環境整備、育成の推進」のそれぞれに向けて市町村、支援機関など

と連携して具体的にどのような政策を実施すべきだと考えるか。本文を参考に

しつつ「円滑な事業承継の推進」、「起業・創業しやすい環境整備、育成の推進」

のそれぞれについて、あなたが考える政策の内容を 75 字以上 100 字以内で述べ

なさい（句読点やカッコも字数に含める）。 
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